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準狭帯域無線システムDR-IoTの提案
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A proposal of DR-IoT: a novel quasi-narrow bandwidth wireless system

1. はじめに
2022年現在，日本の地方自治体の多くは，自治体主体で

運用する通信手段としてデジタル簡易無線（DCR: Digital

Convenience Radio）による音声通信システムを導入して
おり，これは災害発生等によりセルラ網等の平時商用通信
インフラが利用不可能となった場合の代替通信手段として
も活用される．
しかしながら，DCRによる音声主体による情報伝達で
は，誤伝や誤聞，屋内では音声が聴き取りづらい等の課題
がある．DCRでは，スピーカを通じて地域に放送する同
報系と消防車両等に搭載して運用する移動系の 2系統があ
るが，基本的には自治体から住民への片方向通信となり，
住民から自治体へ救助要請を伝達する手段としては活用で
きないほか，画像等の視覚的情報の伝達も難しく，情報通
信手段としては不十分である．加えて，通信設備の設置コ
スト等は財政的体力に乏しい中小規模の自治体においては
高いハードルとなっており，可能な限り安価で導入可能で
あることも重要となる．
そこで本稿では，比較的世界的に普及しており，安価

で調達可能な IEEE 802.15.4 [1] に準拠した小型無線機を
利用した VHF帯無線通信システム（DR-IoT: Diversified-

Range/Disaster-Reponse IoT）を提案する．

2. DR-IoTの概要
DR-IoTは，自治体の自営無線システムや，センサーネッ

トワークの無線通信手段への応用を利用用途に応じて長
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図 1 自治体の災害対応業務における DR-IoT の位置付け

距離伝送等の通信到達性が求められる場合や，高いデータ
転送速度が必要となる場合に柔軟に対応可能とするため，
数 kbps から数百 kbps の異なる帯域幅を持つチャネルを
複数併用する．
具体的には，市街地等の人口密集地等の多数の救助要請

や支援要請等のメッセージが共有されるエリアにおいては
高いデータ転送速度が求められるため，100 kbps 以上の高
いレートでデータ伝送を行いつつ，山間地域等の通信端末
間の距離が長く，通信到達性が求められる場合は低いデー
タレートのチャネルを用いる．また，上位層プロトコルと
しては，既存のネットワークシステムとの親和性を考慮し，
6LowPAN等の活用も視野に入れた IP (Internet Protocol)

を用いる．
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